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I.	国土と国民
A.	国土
1. アジア大陸の北東部に位置し、朝鮮（Korea　訳注　ここでは北朝鮮と韓国を合わせた朝鮮半島地域全体《大韓帝国という名称のときもあった》を指している。以下、原英文でKoreaとあるものは全て「朝鮮」とする。）は朝鮮半島と3,644の島々からなる。3面が海に囲まれている。総面積は224,252 km2で、その80％が山岳地帯である。
2. 朝鮮は日本の植民地支配から1945年8月15日に解放され、直後に北緯38度線で、また朝鮮戦争後に休戦合意に基づいた軍事境界線で、北と南に分割された。DPRK（Democratic People’s Republic of Korea　朝鮮民主主義人民共和国。以下、北朝鮮。）の主権が及ぶ国土地域は123,214 km2である。

B.	国民、言語、宗教
3. 北朝鮮は2017年現在、単一民族国家であり、人口は2,528,7 000人で、首都平壌（Pyongyang）は3,001,600人である。
4. 国語は朝鮮語である。
5. 仏教、キリスト教、ローマカソリック教、天道教（チョンド教　Chondoism）が信仰されている。国教はない。

II.	一般的な政治構造
A.	政治史の概要
6.  朝鮮はB.C.3000以前に建国され、独自の発展の道を歩んできた。
7. 20世紀初頭、朝鮮は、1905年の乙巳五条条約（Ulsa five-point Treaty）、1907年の丁未七条条約（Jongmi seven-point Treaty）、1910年の日韓併合条約（Korea-Japan Annexation Treaty）に基づき日本の植民地に転落したが、これらの条約はすべて日本によって強制的に、かつ不法に締結されたものであった。
8. 朝鮮の人々は、金 日成（Kim Il Sung）国家首席の指導の下に20年以上にわたって、日本の帝国主義侵略者に対して数多くの武装闘争を行い、1945年8月15日の祖国解放の歴史的大事業を成し遂げた。
9. 祖国解放ののち、朝鮮は外国からの干渉によって北と南に分割された。その結果、全く異なる、正反対の政治システム（北は社会主義、南は資本主義）が築かれるに至った。
10. 北では、人民の主導で全国各地に設置された地方の主権機関（local power organs）を基盤として、北朝鮮臨時人民委員会（Provisional People’s Committee of North Korea）が、1946年2月8日に設立された。この委員会の指導の下に、真の国民の民主システムを作るための民主改革が行われた。歴史的な重要性をもつ最初の民主的選挙を経て、北朝鮮人民委員会が1947年2月に設立され、社会主義への移行が始まった。
11. 国の分割という危機に対応するために、1948年8月に中央連合政府の国政選挙が、北と南の朝鮮全地域で行われ、1948年9月に最終的に北朝鮮（DPRK）が全朝鮮人の利益を代表するものとして設立された。北朝鮮の設立は、新しいタイプの独立した人民の出現を意味し、歴史的な「主体朝鮮（Juche Korea）」の誕生でもあった（訳注　「主体朝鮮」は、外国からの干渉を防ぎ、自主路線を主張するために金日成が提唱した「主体（Juche）」思想に基づく朝鮮を意味する）。
12. 朝鮮人民は米国とその衛星国に対する祖国解放戦争（1950-1953）に勝利し、名誉をもって祖国を防御した。そして、戦後わずか4，5年で、都市部と農村部の生産関係（relations of production）
13. 北朝鮮は、いろいろな段階での社会主義建設の遂行の過程で、北朝鮮国家と社会の主である人民の確固たる団結と愛国的努力によって、人民の力と社会主義を揺るぎないものにした。また、社会主義産業化を実現して自立した国家経済の基礎を築いた。北朝鮮は、労働者の創造性を高め、彼らの健全な文化と精神的ニーズ（emotional needs）を充たすことに寄与する社会主義文化を構築し、全国民的・国家的防衛システムに基づく自衛能力を強化した。
14. 北朝鮮は、歴史の難儀を克服し、主体（Juche）思想の旗印（banner）を守り、偉大なるリーダー、金 日成同志と金 正日（Kim Jong Il）同志の卓越したリーダーシップのもとで、人民中心の社会主義国家に進展してきた。
15. 今日、人々を優先し、尊重し、愛する政策を実現する北朝鮮国務委員会（State Affairs Commission）委員長の金 正恩（Kim Jong Un）同志の指導の下で、朝鮮人民はその努力のすべてを経済建設へ向け、人民の究極の目標・願望が現実になる、豊かで力強い社会主義国家への活発な前進をしている。

B.	一般的な政治の仕組み
16. 北朝鮮の政治システムは、社会主義的民主共和制である。
17. 北朝鮮の統治権は、労働者、農民、兵士、知的労働者、勤労インテリジェンス、その他の勤労者にある。勤労者は、その代表組織―最高人民会議（Supreme People’s Assembly）そしてあらゆるレベルの地方人民会議―を通じて、その力を行使する。
18. 北朝鮮は行政上、12の道（province）または中央当局の管轄下にある直轄市・特別市 （municipality）、210の市（city　または区域（district））および郡（county）、さらに4000以上の里（Ri　あるいは邑（up）、区（gu）、洞（Dong））に分かれている。
19. 国家機関は、主権機関（power organ）、行政機関（administrative organ）、司法・検察機関（judicial and procuratorial Organ）の各システムで構成されている。
20. 主権機関システムは、最高人民会議（Supreme People’s Assembly (SPA)）、最高人民会議常任委員会（Presidium of the Supreme People’s Assembly (PSPA)）、地方人民会議（local people’s assembly）、地方人民委員会（local people’s committee）からなる。
21. 最高人民会議は、北朝鮮の最高主権機関である。同会議は普遍的、平等、直接選挙の原則に則った無記名投票によって選ばれる代議士（deputy）で構成される。任期は5年である。同会議は、立法権を行使し、国務委員会（State Affairs Commission (SAC)）、最高人民会議常任委員会、内閣などの国家機関を組織する。また、国家の国内外政策の基本原則を確立し国家経済政策や国家予算、それらの実施結果を厳密審査・承認する。さらに、国のその他の重要かつ原則的な政治課題について協議、決定する。
22. 国務委員会は、国家主権（State power）の最高の政策指導機関で、国の重要な政策を協議、決定し、また最高人民会議の業務に責任を負う。
23. 国務委員会の委員長は、北朝鮮の最高指導者である。
24. 最高人民会議常任委員会は、最高人民会議が開催されていない期間には、国家主権の最高組織である。同委員会は、新しい法原案や規則、現在の法令や最高人民会議の会期の合間に提起された規則の修正、追補を厳密審査・承認する。また、採決され、執行される主な法令について、次の最高人民会議の会期での承認を得るとともに、国家機関の法遵守を監督して関連措置を講じ、国家主権の行使に関わる重要問題を協議、決定する。最高人民会議常任委員会委員長は国家を代表する。同委員会は最高人民会議に対して責任を負う。
25. 道（あるいは中央当局の直接管轄下にある直轄市）・市（あるいは区域）・郡のそれぞれの人民会議は、国家主権の地方機関（local organs of State power）である。地方人民会議は、普遍的、平等、直接選挙の原則に則った無記名投票によって選ばれる代理人（deputy）で構成される。任期は4年である。同会議は、その管轄地域の人民の代表組織であり、つぎのような権限を行使する。
・国家経済の発展のための地方計画や地方予算、その実施状況報告を厳密審査・承認する
・国の法令をその管轄地域で遵守するための措置を採択する
・その地域レベルでの人民委員会委員を選出、更迭する
・対応するレベルでの裁判所の裁判官と人民陪審員（People’s Assessors）を選出、更迭する
　地方人民会議の会期以外の期間の地方の主権機関（local power organs）は、道（あるいは中央当局の直接管轄下にある直轄市）・市（あるいは区域）・郡のそれぞれの人民委員会（People’s Committee）である。地方人民委員会はまた、それぞれの管轄地域レベルでの、国家主権の行政・執行機関（administrative and executive organ）でもある。同委員会は、委員長、副委員長、書記、委員から構成される。その任期は、それぞれのレベルの人民会議の任期と同じである。同委員会は、それぞれのレベルの人民会議が会期外のとき、国家主権の地方機関として機能し、人民会議を招集する、代理人選挙を取りまとめる、代理人と連携するなどの権限を行使する。地方人民委員会は、それぞれの管轄地域レベルの人民会議に従い、その結果について説明責任を負う。また、上位の人民委員会、内閣、最高人民会議常任委員会（PSPA: Presidium of the Supreme People’s Assembly）に従属する。
26. 行政機関システムは、内閣と地方人民委員会から構成されている。
27. 内閣は、最高位の国家主権の行政・執行機関であり、国家行政の全般を担う機関である。内閣は、首相、副首相、議長、大臣、その他必要とされる議員（member）から構成され、その任期は最高人民会議（SPA）と同じである。内閣は、以下のようなことを行う。
・国家政策と法令の実施措置を講じる
・憲法と法令に基いて国家行政の規定を採択あるいは改正する
・国家経済発展のための国家計画と国家予算の原案を策定し、またその実施のための措置を講ずる
・工業、農業、教育、科学、文化、公衆衛生、対外関係など、国の行政と経済活動全般を取りまとめ、実施する。
　内閣は、最高人民会議（最高人民会議の閉会中には最高人民会議常任委員会（PSPA））に対して説明責任を負っている。
28. 道（あるいは中央当局の直接管轄下にある直轄市）・市（あるいは区域）・郡のそれぞれの人民委員会は、その管轄地域レベルの人民会議が会期外であるときには、国家主権の地方機関としての機能を行使する。同時に、その管轄地域レベルの国家主権の行政・執行機関である。地方人民委員会はその管轄地域で、すべての行政と経済活動を取りまとめ、実行する。同委員会は、その対応する人民会議に業務についての説明責任を負い、上位レベルの人民委員会、内閣、最高人民会議常任委員会に従属する。
29. 司法・検察機関（judicial and procuratorial Organ）は、裁判所と検察所（Public Prosecutor's Office）からなる。
30. 検察機関は、中央検察所（Central Public Prosecutors Office）、道（あるいは中央当局の直接管轄下にある直轄市）・市（あるいは区域）・郡のそれぞれの検察所、特別検察所（Special Public Prosecutors Office）からなる。中央検察所の検事総長は最高人民会議から、また検察官は中央検察所から指名、解任される。検察所は、制度、企業、機関、人民が国の法令を確実に順守するようにさせ、違反者を特定して法的手続きをとる。捜査と起訴は、中央検察所の一元化された指示のもとに行われる。すべての検察所はその上位組織と中央検察庁に従属している。中央検察所は最高人民会議（閉会中には最高人民会議常任委員会）に対する説明責任を負っている。
31. 司法機関システムは、中央裁判所、道（あるいは中央当局の直接管轄下にある直轄市）の裁判所、人民裁判所（People’s Court）、特別裁判所（Special Court）で構成される。中央裁判所の所長は最高人民会議によって、またその裁判官、人民陪審員（People’s Assessor）は最高人民会議常任委員会によって選任、解任される。一方、地方裁判所の裁判官と人民陪審員は、その管轄地域レベルの人民会議によって選任、解任される。特別裁判所の裁判官は、中央裁判所によって選任、解任される。またその人民陪審員は、関連する軍部隊（unit）の軍人や勤労者（employees）の会議で選出される。裁判所は司法手続きによって、国家主権と北朝鮮で確立された社会主義システム、国や社会・協同組合組織の資産、憲法で保障されている個人の権利、市民の生命と財産を守る。さらに法律違反者と闘う。中央裁判所は、北朝鮮の最高司法機関であり、最高人民会議（閉会中には最高人民会議常任委員会）に対する説明責任を負っている。

III.	人権保障に関する一般的な法的枠組み
A.	人権保障のためにとられる立法的措置
32. 北朝鮮の社会システムは、主体思想（Juche idea）を具現化する社会主義システムである。北朝鮮では人民は社会の主であり、社会のすべては人民に奉仕する。
33. 北朝鮮は、人権を、社会的存在としての人民が政治的、文化的、その他すべての分野で享受できる独立権（rights of independence）であると見做し、その保障と促進のための活発な努力をしている。
34. 人民は世界で最も大切な存在として、すべての主であってすべてを決定するものであり、彼らのためのすべての考慮の中心に置かれなければならない、そしてすべては人民に奉仕するように作られるべきである、という新しい哲学的原理を明らかにした主体思想を提唱することによって、偉大なリーダーである金 日成同志は、歴史の新しい時代を開いた。そこでは、我が人民は独立した創造的な生活を完全に享受でき、すべての社会的服従や不平等から解放される。
35. 人権の保障と促進についての政策の基本は、抗日武装闘争中の1936年5月公開の「祖国光復会10大綱領（Ten-Point Programme of the Association for the Restoration of the Fatherland）」に最初に記述された。これは、言論、出版、集会、結社の自由が実現されなければならないこと、日本のテロ治世と封建主義思想の残滓に対抗し、すべての政治犯を釈放することを規定したものである。綱領はまた、差別的身分制度のシステムやその他の不平等は撤廃されなければならないことや性・人種・宗教などに関わらない人間の平等性を保証し、女性の社会的地位の改善と尊厳の尊重を規定した。大衆的、民主的経済・文化政策の採択、奴隷労働や奴隷教育の廃止、無料の義務教育と1日8時間勤務の実施、また勤務条件の改善、賃金引上げ、失業者の救済を要求した。
36. 1946年3月、日本の植民地支配からの解放後、北朝鮮臨時人民委員会（Provisional People’s Committee of North Korea）は、のちに設立される民主的政府によって実施される「20か条政綱（Twenty-Point Platform）」を宣言した。また、人民の権利と利益を守るための法的措置を講じた。
37.  民主社会政治的な改革と司法行政の民主化のために、北朝鮮臨時人民委員会は1946年に組織され、北朝鮮臨時人民委員会規則、北朝鮮臨時人民委員会の司法機関・裁判所・検察所の構成と機能の基本原則、北朝鮮司法機関の刑事司法規則、北朝鮮検察所による刑事審理および保安機関の予備審査に関する法律（Law on the Criminal Hearing by the Public Prosecutors Office and the Preliminary Examination of Security Organs of North Korea）を執行した。民主的な社会経済改革のためには、北朝鮮農地改革法（Law on the Agrarian Reform in North Korea）、北朝鮮産業・交通・運輸・通信・銀行の国有化に関する法律（産業国有化法）（Law on Nationalization of Industries, Transport, Communications and Banks in North Korea）、北朝鮮労働者および事務員に対する労働法律（労働法）（Labour Law for the Factory and Office Workers in North Korea）、男女平等権法律（Law on Equality of the Sexes）が交付、実施された。また、社会的、文化的生活の民主化を確実にするために、北朝鮮臨時人民委員会は、生命・健康・自由および名誉の保護に関する法律（Law on the Protection of Life, Health, Freedom and Honour）、封建的慣習の残滓廃止に関する法律（Law on the Abolition of the Remnants of Feudal Customs）、私有財産の保護に関する法律（Law on the Protection of Private Property）、公衆衛生に対する犯罪に関する法律（Law on Crimes against Public Health）などを制定した。
38. 北朝鮮人民委員会が1947年2月に設立された後に採択された民主的な法律と新しい規則は、民主改革の成果を法的に強固なものとした。
39. 1948年9月9日に建国された北朝鮮は、政治、経済、文化などの社会生活のすべての分野で達成した成果を法的に確固たるものにするため、また人民の民主的権利を再確認するために、最初の憲法を制定した。北朝鮮は人民の人権を守るために、裁判所構成法（Law on Composition of the Court）（1950年3月）、刑法（Criminal Law）（1950年3月）、刑事訴訟法（Criminal Procedure Law）（1950年3月）、その他関連する法律を制定して、法的・実際的な処置を講じた。
40. 北朝鮮は、定着した社会主義システムに基いて、1972年12月27日に社会主義憲法を制定した。そして、社会主義構造を確固たるものにし、人民の真の民主的な自由と権利をより一層保障するために、1992年4月、1998年10月、2009年4月、2010年4月、2012年4月2013年4月、2016年6月に、改正、追補を行った。とくに、国は人民の人権を尊重し、守らなければならないとする第8条を定めることによって、北朝鮮は、人民が高いレベルでその人権を享受できることを保証するというコミットメントを宣言した。
41. 社会主義憲法のもとに、北朝鮮は、発展する現実の要請に応じて、人権の保障と促進のための数百の法令と規則を制定した。
42. 北朝鮮は次の法律を制定した。
・改正刑法 Criminal Law、改正刑事訴訟法 Criminal Procedure Law（1974年12月）
・民事訴訟法 Civil Procedure Law（1976年）、民法 Civil Law（1990年）
　また、以下の法律も制定した。 
・子供保育養育法 Law on the Nursing and Upbringing of Children (1976), 
・社会主義労働法 Socialist Labour Law (1978), 
・人民保健法 Public Health Law (1980), 
・環境保護法 Law on the Protection of the Environment (1986), 
・家族法 Family Law (1990), 
・各級人民会議代議員選挙法 Law on Election of Deputies to People’s Assemblies at All Levels (1992), 
・国籍法 Nationality Law (1995), 
・申訴請願法 Law on Complaints and Petitions (1998), 
・対外民事関係法 Law on External Civil Relations (1995), 
・裁判所構成法 Law on Composition of the Court (1998),　（訳注　2010年に「裁判所組織法 Court Organization Law」に名称変更。）
・弁護士法 Law on Lawyers (1993), 
・公証法 Notary Public Law (1995), 
・教育法 Education Law (1999), 
・伝染病予防法 Law on Prevention of Epidemics (1997), 
・保険法 Insurance Law(1995), 
・損害賠償法 Law on Compensation for Damage (2001), 
・相続法 Law on Succession (2002), 
・貿易法 Foreign Trade Law (1997), 
・北朝鮮赤十字会法 Law on the DPRK Red Cross Society(2007), 
・社会保障法 Social Security Law (2008), 
・年老者介護法Law on the Care of the Elderly (2007), 
・障害者保障法 Law on the Protection of Persons with Disabilities (2003), 
・児童権利保障法 Law on the Protection of the Rights of Children (2010), 
・女性権利保障法 Law on the Protection of the Rights of Women (2010), 
・労働保護法 Law on Labour Protection (2010), 
・高等教育法 Law on Higher Education (2011), 
・普通教育法 Law on General Education (2011), 　（訳注　「教育法」の下部にある法律）
・図書館法 Law on Libraries (1998), 
・体育法 Law on Sports (1997), 
・たばこ統制法 Law on Tobacco Control (2005), 
・公衆衛生法 Law on Public Hygiene (1998), 
・食品衛生法 Law on Foodstuff Hygiene (1998), 
・住宅法 Law on Dwelling Houses (2009) と、経済開発区法 Law on Economic Development Zones (2013), 
・災害防止・救助・復旧法 Law on Disaster Prevention, Relief and Recovery (2014) 
　これらは、全ての人民が、社会生活のすべての分野で、権利と民主的な自由をより一層享受し、幸せな物的・文化的生活を十分に送れるようにするためのものである

[bookmark: _Hlk240992544]B.	人権保障・促進のための一般的な法的構造
[bookmark: _Hlk240992600]43. すべてのレベルでの人民委員会は、人権保障の国家政策の実施に直接責任を負う執行機関である。これらの委員会は、公衆衛生、教育、労働、商取引、食品や日用品の提供、食品管理、スポーツ、環境保護、申訴・請願などの分野の、人民の人権を保障・促進する実効的な措置をとる。
44. 司法機関、検察機関（procuratorial organ）、人民の安全保障機関（people’s security organ）は、人権の保障に対しても重要な機能を果たす。これらの機関は、人民への法律厳守の規制教育での法律違反防止、犯罪や違法行為の規制・捜査・検知、施設・企業・団体・人民個々の法律順守の監視、人民の人権侵害に対応する法的制裁の賦課によって、国の安全、人民の生活と財産を守り、保護する。
45. 社会組織は、また、人権に関する国家政策の実施に重要な役割を果たす。次の組織等は、国家のそれぞれの分野での人権保障、促進の政策の実施への取り組みに対して積極的な協力をしている。
・人権研究協会 Association for Human Rights Studies
・民主法律家協会 Democratic Lawyers’ Association
・弁護士会 Bar Association 
・青年同盟（社会主義愛国青年同盟） Youth League
・労働組合（職業総同盟） Trade Union
・女性同盟（社会主義女性同盟） Women’s Union
・北朝鮮障害者保護連盟 Korean Federation for the Protection of Persons with Disabilities 
・北朝鮮高齢者保護連盟 Korean Federation for the Care of the Elderly
・赤十字会 Red Cross Society 
・北朝鮮児童支援協会 Korean Association for Supporting the Children 
・北朝鮮家族計画・母子保健協会 Korean Association for Family Planning, Maternal and Infant Health
・北朝鮮教育基金 Korea Education Fund
46. 国際人権条約履行国家委員会（National Committee for the Implementation of the International Human Rights Instruments）は、北朝鮮が締約国であるいくつかの国際人権条約（international human rights treaties）の実施を調整するために組織された。この委員会は、北朝鮮が締約国である国際人権条約の実施措置についての議論とともに、条約の普及、その実施の報告書提出、報告書検討の際に可決された総括所見の配布のために定期的に開催されている。同委員会は、機関、企業、団体の、条約や関連する国内法の実施状況を調査し、最高人民会議常任委員会(PSPA)、内閣、その他の所轄機関に対して勧告を行う。
47. 中央から草の根レベルに至る、十分に開発された申訴のメカニズムが、人民から申し立てられる申訴・請願の審査、解決のために導入された。すべての国家機関には、申訴・請願を処理することに特化した部署があり、一方、その他の企業と組織にはその目的のための常勤あるいは非常勤の職員がいる。中央機関、道人民委員会、その他の道レベルの機関は月に1回、市および郡レベルの人民委員会、その他の機関や企業は月に3回、「申訴解決の日（Day of Settlement of Complaints）」に、あるいは関連する機関の幹部の協議会のときに会議を開き、申訴・請願をケースバイケースに処理する。中央機関や、道、市、郡レベルの人民委員会は、4半期に1回、機関や企業の部署は毎月、申訴・請願の解決の結果を総括する。人民は、正当な理由がある場合には、国家主権の最高機関を含めた、機関、企業、団体や個々の当局者に対して、自らの権利と利益の侵害の防止あるいは名誉回復（rehabilitation）を要求する申訴・請願をし、また機関、企業、団体あるいは関係する個人の業務改善を提案する権利をもつ。
48. 権利が侵害されたという苦情を提出した人民の損害を賠償するシステムがある。これは民事賠償および刑事賠償である。人民は、権利が侵害されたと考える場合、国家機関、司法機関やその他の管轄国家機関に対して行動を起こすことができる。国家機関は、所定の手続きに従ってその事例を審査し、その情報や申し出が妥当である場合には被害者に対して、正しく名誉回復または賠償を行う。賠償は、刑事訴訟法（Criminal Procedure Law）、民事訴訟法（Civil Procedure Law）、損害賠償法（Law on Compensation for Damage）に従って行われる。

IV.	情報と広報
49. 北朝鮮は、以下のようないくつかの国際人権条約の締結国である： 
・経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約） International Covenant on Economic, Social and Cultural Rights
・子どもの権利条約 Convention on the Rights of the Child
・子どもの売買、児童売春及び児童ポルノに関する子どもの権利条約の選択議定書 Optional Protocol to the Convention on the Rights of the Child on the Sale of Children, Child Prostitution and Child Pornography
・女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約） Convention on the Elimination of All Forms of Discrimination against Women
・障害者権利条約  Convention on the Rights of Persons with Disabilities
・ジュネーブ4条約及びそれに付随する3つの追加議定書 four Geneva Conventions and three Protocols Additional thereto　（訳注　ジュネーブ4条約（ジュネーブ諸条約とも言う）は、戦争や武力紛争の犠牲者を保護し、非人道的な行為を防ぐための国際条約の総称。1949年採択。）
　北朝鮮は次の条約の締約国でもある。
・国際的な組織犯罪の防止に関する国連条約 United Nations Convention against Transnational Organized Crime
・テロリズムに対する資金供与の防止に関する国際条約 International Convention on Suppression of Financing of Terrorism
50. 北朝鮮は、国際人権条約を誠実に実施することに締結国としてあらゆる努力をしている。また、人権条約の原則と要求事項を憲法、分野別の法令と規則に取り込み、実施に向けての実効的な措置を講じている。北朝鮮は、その締結国となっている国際人権条約の実施状況について、いくつかの定期的報告を提出している。また、人権理事会（HRC: Human Rights Council）の下での普遍的・定期的レビュー（UPR: Universal Periodic Review）の第1回、第2回のサイクルに参加した。条約機関と普遍的・定期的レビューからの勧告は、フォローアップのためにすべてのレベルの人民委員会、関連委員会・省庁、関係する法執行機関・社会組織に伝えられた。
51. また、国際人権条約の文書を国家機関、社会組織、一般人民に広めるために努力が払われた。とりわけ、「人権の日」（Human Rights Day）やその他の国内外の記念日の機会に、北朝鮮はマスメディアを通じて、国際会議への参加状況を伝え、その原則、要求事項、内容を説明している。とくに、主権機関や法執行機関の公務員への講演、ワークショップ、セミナーを定期的に開いている。法務官を教育する大学や機関は、国際権利条約の文書の専門教育をし、また中等学校（secondary school）でも、国際条約と関連する国内法について、年齢や心理状態に適切に応じた方法で教育している。国際権利条約の条文は、国際人権文書集 第1巻・第2巻（Compilation of International Human Rights Instruments (Vols. I and II)）の出版のために朝鮮語に翻訳された。主権機関、法執行機関、社会組織の人々に配布するために英語と朝鮮語の両方で、子ども、女性、障害のある人の権利に関する小冊子が数千冊出版された。これらに加えて、『国際人権文書の理解（Understanding of International Human Rights Instruments）』、『人権と人々（Human Rights and People）』などが出版され、一般人民が国際人権条約や人権を十分に理解できるようにした。





付属資料
表1　一般的背景
	人口
	×1,000 人
	25,287

	
	
	

	出生率
	1 000人あたり（人）
	13.4

	死亡率
	1 000人あたり（人）
	8.3

	平均寿命
	年
	73.3

	1人当たりGDP 2018年
	米 ドル
	1 214


出典： 北朝鮮中央統計局（Central Bureau of Statistics）, 2018.
表2 　各年の人口と増加率 (%)
	年
	人口（×1,000人）
	増加率 (%)

	2008
	24 052
	-

	2012
	24 625
	102.4

	2014
	24 895
	101.1

	2017
	25 287
	101.6


出典： 北朝鮮中央統計局 2018.
表3 　居住地別人口 (%)
	年
	都市
	農村

	2013
	61.2
	38.8

	2017
	60.9
	39.1


出典： 北朝鮮中央統計局 2018.
表4 　年齢層別人口と構成 (×1 000人)
	年齢
	2008
	2012
	2014
	2017

	合計 
	24 052 
	24 625
	24 895
	2 5287

	0–14
	5 578(23.2 %)
	5 286(21.5%)
	5 187(20.8%)
	5 080(20.1%)

	15–59
	15 319(63.7%)
	16 046(65.2%)
	16 369(65.8%)
	16 605(65.7%)

	60+
	3 155(13.1%)
	3 293(13.4%)
	3 340(13.4%)
	3 602(14.2%)


出典： 北朝鮮中央統計局 2018.



表5 　子どもの性別人口 (%)
	年齢
	合計
	男子
	女子

	0–4
	7.0
	7.5
	6.5

	5–9
	7.0
	7.6
	6.5

	10–14
	7.2
	7.7
	6.8

	15–17
	4.3
	4.5
	4.2

	合計
	25.5
	27.2
	24.0


出典： 北朝鮮複数指標クラスター調査報告書（DPRK MICS（Multiple Indicator Cluster Survey）Report ）2017.


表6 　障害のある人の比率 (%)
	年齢
	2014
	2016

	
	合計
	男性
	女性
	合計
	男性
	女性

	比率
	6.2
	5.9
	6.5
	5.5
	5.1
	5.9

	0–4
	-
	-
	-
	0.3
	0.4
	0.2

	5–6
	-
	-
	-
	0.5
	0.6
	0.4

	7–16
	1
	1.1
	0.8
	1.0
	1.2
	0.8

	17–59
	5.4
	6.1
	4.7
	4.8
	5.4
	4.2

	60-
	18.5
	15.1
	20.5
	16.9
	13.3
	19.1


出典： 2014 障害者標本調査（Disability Sample Survey）、北朝鮮中央統計局 2017.
表7　公衆衛生と教育への出費比率 (%)
	年
	公衆衛生
	教育

	2011
	6.1
	8.3

	2013
	6.4
	8.4

	2016
	6.6
	8.6


出典： 北朝鮮中央統計局 2018. 
表8 　栄養と健康に関する調査結果 (%)
	区分
	年
	慢性的栄養失調
	急性栄養失調
	衰弱（Wasting）

	複数指標クラスター調査（MICS）
	2009
	32.4
	5.2
	18.8

	栄養調査
	2012
	27.9
	4.0
	15.2

	複数指標クラスター調査（MICS）
	2017
	19.1
	2.5
	9.3


出典： 北朝鮮全国栄養調査（DPRK National Nutritional Survey）2012最終報告書、北朝鮮複数指標クラスター調査報告書2017. 



表9 　乳幼児および妊産婦の死亡状況
	年
	新生児および乳児死亡率 （生児出生１000 件あたり）
	5歳未満児死亡率 （生児出生１000 件あたり）
	妊産婦死亡率 （生児出生100 000件あたり）

	2008
	19.3
	26.7
	85.1

	2010
	18.8
	25.7
	76.0

	2012
	16.7
	22.7
	68.1

	2014
	14.2
	20.0
	62.7

	2017
	12.3
	17.2
	53.2


出典： 北朝鮮複数指標クラスター調査報告 2017、北朝鮮中央統計局 2018. 


表10 　教育レベル別・地域別の教師1人当たりの生徒数（人）
	地域
	初等学校
	中等学校

	都市
	21.9
	19.5

	農村
	20.1
	16.5

	合計
	21
	18


出典： 北朝鮮複数指標クラスター調査報告 2017、北朝鮮中央統計局 2018.
			
（翻訳：岡本明、佐藤久夫）
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